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研究成果の概要（和文）：本研究は、株式会社や合名・合資会社のような企業の法的形態が経済及び社会の発展
の過程にどのような影響を与えるのかを、日本、中国、ベトナム、韓国の４か国に注目しながら明らかにするこ
とであった。本研究からは、日本においては、主として中小企業のための合名・合資会社形態と、大企業のため
の株式会社が分かれていたが、徐々に合名・合資会社の利用が減っていき、戦後になってより信用される形態で
ある株式会社が中小企業に急速に利用されていくことになったこと、朝鮮においても合名・合資会社から株式会
社へのシフトが見られること等明らかにされた。また、ここから会社形態の発展のモデルを構築を試みた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to investigate how legal forms of business, 
such as corporations or partnerships, are developed and how they influence the development of 
economy and society. In order to tackle this purpose, we examined the process s of the development 
of four Asian countries, that is, Japan, China, Vietnam and Korea. From our empirical study, we 
found that, in Japan, the corporate form was used mainly by big business and the partnership and 
limited partnership forms were used by small and medium sized enterprises (SMEs), but the use of 
latter two forms became less popular before World War II. After WWII, SMEs started to use the 
corporate form to gain the credibility after World War II. Moreover, we also found that the change 
of the legal forms from the partnership and limited partnership forms to the corporate form was also
 seen in Korea. We also tried to construct the general model of the development of legal business 
forms based on our empirical study.

研究分野：経営学
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 近年、イノベーションや起業を生み出す
ためにいかなる法的形態が好ましいかとい
う議論がしばしばなされているように、事業
の法的形態（いわゆる会社形態）は事業を取
り巻く人々の行動に影響を与え、結果的に経
済発展に対しても何らかの影響を持つもの
と考えられている。さらに、このような会社
形態は、例えば資本構造の変化や企業の政策
の変化等を通じてより広く社会に対しても
影響を及ぼしうる。 
 
(2) しかし、具体的に事業の法的形態がどの
ように経済や社会に影響を与えるのかは、そ
の経済・社会の置かれた状況やその歴史的な
発展の経路に依存しており、ある法的形態は
常に経済・社会の発展に対して一定の影響を
もたらすわけではない。また、ある会社形態
の利用が経済や社会の変化をもたらし、それ
がさらに会社形態の利用の仕方を変化させ
るというような状況も考えられる。この意味
で、会社形態の利用とは文脈依存的であり、
かつ経済や社会の発展と相互作用をしなが
ら変化していく。 
 
２．研究の目的 
 
(1)以上のような状況を踏まえて、本研究では、
株式会社や合名・合資会社、あるいは社会主
義国における国営企業や外資企業のような
企業の法的形態が経済及び社会の発展の過
程においていかなる役割を果たすのか、すな
わち、いかなる形で各国の経済・社会の変化
を引き起こし、また経済・社会の変化はいか
なる形で会社形態の利用の仕方を変化させ
るのか、を明らかにしようとする。 
 
(2)このために本研究では、西欧諸国の影響の
下で会社制度を導入し、かつ産業化と経済発
展を成し遂げたアジア諸国に注目する。これ
により、西欧的な文脈から委嘱された会社制
度が、いかなる形で経済・社会の発展と相互
作用をするのかを明らかにすることができ
る。本研究ではとりわけ、経済発展の経路が
お互いに似ていながら異なる国々として、中
国、ベトナム、韓国、そして日本に注目し、
これらの国々の比較分析を行う。 
 
３．研究の方法 
(1)以上のような目的のために、本研究では
二つのフェーズで研究を進めた。第一フェー
ズでは、各国の会社形態別の会社数のような
統計的なデータを収集し、各国の会社形態の
発展の状況を把握するとともに、それらが具
体的にその国の文脈の中で経済・社会にどの
ような影響を与えたのか、逆に会社形態の利
用の仕方がどのように変化したのかを明ら
かにした。このフェーズでは、とりわけ一つ
の国における発展を刑事的に把握すること

を試みた。第二フェーズでは、第一フェーズ
の検討を踏まえながら、会社制度の発展及び
それと経済・社会の発展との間の相互作用に
関するモデルの構築を試みた。 
 
(2)なお、これ以外に関連する研究として会
社制度とそれらを取り巻く様々な制度、例え
ば契約保護や知的財産権、持株会社制度や製
品リスクへの対応、さらには企業システムと
の関係についても検討した。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究の主たる成果として、①日本にお
ける会社形態の発展と経済・社会の発展の関
係について 19世紀後半から 20世紀の終わり
に至るまでの経時的な把握、②会社形態の発
展過程の日本、韓国、中国、ベトナム（特に
日本と韓国）の比較、③会社制度の機能と発
展に関する理論モデルの構築、の 3点が挙げ
られる。 
 
(2)まず①の日本における会社形態の発展、
そしてそれと経済・社会の発展との関係につ
いては、まず戦前期における会社形態の利用
について整理し、戦前期における合名・合資
会社は基本的には中小企業、とりわけ商業な
どの非製造業において使われていたのに対
し、株式会社はより大規模な企業、とりわけ
製造業等の資本を多く必要とする産業にお
いて、資本を集めるために利用されていたこ
とを示した上で、そのような関係が戦時期の
有限会社の導入を経ていかに変化したかを
検討した。この結果、戦後になって従来合
名・合資会社形態だった企業も含め多くの中
小企業が株式会社に移行するが、その理由は
(a)戦後の混乱期において、信用を獲得する
ために株式会社という名前が有効であると
考えられたこと、(b)有限会社には最低資本
金の規制があるにも関わらず株式会社には
逆にこの規制がなかったため、株式会社を作
るのは比較的容易であったこと、であったこ
とを見出した。ただし、その後株式会社の増
加率は低減し、有限会社が増加していくが、
その理由は商法の昭和 25 年改正及びそれに
伴う有限会社法の改正により、株式会社に求
められる要件が若干厳格になったことが影
響しているのではないかと指摘した。 
 また、上記の合名・合資会社の利用につい
て、財閥においては本社が合名・合資会社形
態をとるものが多いが、これは、そのような
大規模な資本を持つ合名・合資会社が財閥本
社以外に見られないという意味において「異
例」のものであり、この意味で意図的な選択
であると考えられることを指摘し、その上で
三井財閥の本社である三井合名会社と、渋沢
一族の資産保有会社である渋沢同族株式会
社の例を比較しながら、合名会社の利用の背
後には三井合名を三井一族が保有し、財閥各
社に資金を提供するいわばプライベートな
金融会社とする意図があったこと、これに対



して渋沢栄一はその投資がパブリックなも
のであることを示すためにあえて株式会社
形態を選択したと考えられること、この二つ
の考え方は、当時のヨーロッパにおける会社
に関する二つの見方―金融業において見ら
れたプライベートなビジネスという考え方
と、製造業等に見られた多くの人々の資金や
能力をパブリックに結合していくという見
方―を反映しているのではないかと指摘し
た。 
 さらに、近年の新しい会社形態に焦点をあ
てて、近年導入された合同会社、有限責任事
業組合という形態はイノベーションを刺激
することをその目的（の一つ）としていたに
も関わらず、実際の利用のされ方は必ずしも
イノベーションを刺激するようなものでは
ないことを指摘した。 
 以上のような研究を踏まえて、主として中
小企業によるプライベートなものとしての
パートナーシップ型の会社形態（合名会社・
合資会社）と、主として大企業が利用する、
人々の資金を結合するようなパブリックな
ものとしての株式会社が分かれていたが、中
小企業の経営が拡大する中で、その近代化・
合理化のためにまず有限会社形態が利用さ
れ、さらに戦後になってより信用される形態
である株式会社が中小企業に急速に利用さ
れていくことになった、という状況を描き出
すことができる。ただし、この中小企業によ
る株式会社形態の利用については信用を高
める以外の理由があるかどうかについては
まだ分かっておらず、この点を検討する必要
がある。 
 
(2)次に、②会社形態の発展過程の日本、韓
国、中国、ベトナム（特に日本と韓国）の比
較であるが、上記のように日本の会社形態の
利用に関する経時的な把握がなされたこと
により、会社形態の発展経路としてより比較
がしやすい韓国との比較をまず行った。 
 1910 年の日韓併合以前にも韓国（大韓帝
国）において会社設立の例は見られたが、会
社設立が本格化したのは日韓併合後であっ
た。ただし、1910-1920 年までは朝鮮会社令
により会社設立が制限されていた。 
 この結果、朝鮮においては株式会社の利用
が多かったが、朝鮮会社令廃止後には合名・
合資会社が増えることになる。また、1931, 32
年以降に日本（内地）では合名・合資会社の
利用が鈍化するが、朝鮮ではこのような鈍化
は 1937 年以降起こっていたこと等を明らか
にした。日本も他国に比べれば株式会社の利
用が多い国であると理解されているが、朝鮮
においては会社制度の導入の過程で泡沫会
社あるいは詐欺的な会社を排除しようとし
て朝鮮会社令を導入した結果、このような状
況になったものと思われる。また、合名・合
資会社から株式会社へのシフトが朝鮮でも
起こっていることが確認された。 
 

 

図 1 日本の会社形態別会社数増加率
(1896-1925) 
 

図 2 韓国（朝鮮）における会社形態別会社数
増加率(1911-1941) 
 
 また、中国・ベトナムについては、中国に
おいて 1950 年代半ばまでは私営企業が認め
られていたものの、その後社会主義化の進展
によりこのような企業がなくなってしまっ
た結果、国営企業と集団所有制企業が中心と
なっており、最近の会社法改正以降あらたな
形態としての「公司」が導入されつつある。
ただ、社会主義の経験がどのように反映され、
結果としてどのようにこれらの新しい企業
形態が発展していくかを明らかにするため
にはなお時間が必要であるものと思われる。 
 
(3) 最後に、③ 会社制度の機能と発展に関
する理論モデルの構築であるが、これについ
てはまず会社制度と組織との関係について
検討し、経営が複雑化し、組織が発展する中
で、経営者を含む組織が自律的に活動をする
ようになり、これの法的な受け皿として会社
形態が必要になることを明らかにした。 
 このような理論モデルと上記のような検
討を踏まえて、現在小規模な家族企業により
利用される合名・合資会社形態に大規模な資
本集中の形式としての株式会社が入ってく
るが、その後は資本集中よりも組織の管理
（近代化・効率化）のために株式会社形態や
有限会社形態が利用されるようになってい
くという仮説を構築しつつあり、この検証を
始めつつある段階である。 
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